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令和５年６月定例会議案目次 

 

議 案 番 号              件          名 

議第４４号  令和５年度山形市一般会計補正予算 

議第４５号  水槽付消防ポンプ自動車の購入について 

議第４６号  高規格救急自動車の購入について 

議第４７号  電子黒板の購入について（山形市立第一小学校ほか１４校） 

議第４８号  電子黒板の購入について（山形市立金井小学校ほか２０校） 

議第４９号  電子黒板の購入について（山形市立第一中学校ほか１４校及び総合学習セン 

ター） 

議第５０号  「工事請負契約の締結について」の一部変更について（市道楯山停車場立谷川

線道路橋整備工事（上部工）） 

議第５１号  山形市道の駅条例の設定について 

議第５２号  こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法令の改正に伴う関係条例の整備に関す

る条例の設定について 

議第５３号  山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

議第５４号  山形市市税条例の一部改正について 

議第５５号  山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

議第５６号  山形市旅館業法施行条例の一部改正について 

議第５７号  山形市火災予防条例の一部改正について 

 













議第４５号 

 

水槽付消防ポンプ自動車の購入について                   

 

次のとおり、水槽付消防ポンプ自動車を購入する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  水槽付消防ポンプ自動車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金９６，８６６，９００円 

４ 購 入 先  株式会社長谷川ポンプ製作所 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

水槽付消防ポンプ自動車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等

に関する条例第３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

  



議第４６号 

 

高規格救急自動車の購入について                   

 

次のとおり、高規格救急自動車を購入する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  高規格救急自動車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金３４，７６６，１３０円 

４ 購 入 先  山形日産自動車株式会社本社店 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

高規格救急自動車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関す

る条例第３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

  



議第４７号 

 

電子黒板の購入について                   

 

次のとおり、電子黒板を購入する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  電子黒板 

２ 数   量  １０２台 

３ 購 入 金 額  金３３，４７４，１００円 

４ 購 入 先  山形パナソニック株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

電子黒板を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第

３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 



議第４８号 

 

電子黒板の購入について                   

 

次のとおり、電子黒板を購入する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  電子黒板 

２ 数   量  １０７台 

３ 購 入 金 額  金３５，４２３，３００円 

４ 購 入 先  山形パナソニック株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

電子黒板を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第

３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 



議第４９号 

 

電子黒板の購入について                   

 

次のとおり、電子黒板を購入する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  電子黒板 

２ 数   量  １１０台 

３ 購 入 金 額  金３７，８７３，０００円 

４ 購 入 先  山形パナソニック株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

電子黒板を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第

３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 



議第５０号 

 

   「工事請負契約の締結について」の一部変更について 

 

令和４年６月２７日に議決を経た議第４６号「工事請負契約の締結について」の一部を次の

ように変更する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

３請負金額の項中「金５０７，４１２，４００ 円」を「金５２５，８７０，４００ 円」に

改める。 

 

 

 

   理 由 

 市道楯山停車場立谷川線道路橋整備工事（上部工）について、請負金額を変更しようとする

ものである。 

 



議第５１号 

 

山形市道の駅条例の設定について 

 

山形市道の駅条例を次のように制定する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市道の駅条例 

（目的） 

第１条 この条例は、道路利用者への良好な休憩の場の提供による道路利用者の利便性の向上、

地場産品の販売等を通した地域資源の魅力の発信、交通結節機能の強化等を図るための施設

の設置、管理及び使用等について必要な事項を定め、もって交流人口の拡大及び地場産業の

振興に資することを目的とする。 

（設置、名称及び位置） 

第２条 この市に前条の目的を達成するための施設を設置し、その名称及び位置は、次のとお

りとする。 

⑴ 名称 道の駅やまがた蔵王 

⑵ 位置 山形市表蔵王７９番地１ 

（構成施設） 

第３条 道の駅やまがた蔵王（以下「道の駅」という。）は、次に掲げる施設をもって構成す

る。 

⑴ 休憩施設 

⑵ 情報発信施設 

⑶ 交流施設 

⑷ 飲食・物販施設 

⑸ 交通拠点施設 

⑹ 防災施設 



⑺ その他道の駅の運営上必要な施設 

（使用の許可） 

第４条 道の駅の別表第１及び別表第２に掲げる施設又は附属設備若しくは備付けの物品（以

下「施設等」という。）を使用しようとするものは、あらかじめ市長の許可を受けなければ

ならない。ただし、別表第１に掲げる施設のうち樹氷ホール、イベント広場１及びイベント

広場２にあっては、専用して使用しようとする場合に限る。 

２ 市長は、前項の許可の際に、管理上必要な条件を付することができる。 

３ 第１項の許可を受けたもの（以下「使用者」という。）は、許可を受けた目的以外の目的

に施設等を使用し、又は使用の権利を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用の不許可） 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、施設等の使用の許可をしな

いものとする。 

⑴ 公益を害するおそれがあるとき。 

⑵ 道の駅の建物又は附属設備若しくは備付けの物品を損傷するおそれがあるとき。 

⑶ その他道の駅の管理上適当でないとき。 

（使用の許可の取消し等） 

第６条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第４条第１項の許

可を取り消し、若しくはその条件を変更し、又は使用若しくは行為の中止、原状回復若しく

は道の駅からの退去を命ずることができる。 

⑴ この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

⑵ 偽りその他不正な行為により第４条第１項の許可を受けたとき。 

⑶ その他道の駅の管理上適当でないとき。 

（使用料） 

第７条 市長は、使用者から別表第１及び別表第２に定める使用料を徴収する。 

２ 前項の使用料の納入時期等については、規則で定める。 

（使用料の減免） 

第８条 市長は、特別の理由があると認めるときは、前条第１項の使用料を減免することがで

きる。 

（使用料の還付） 

第９条 納付された使用料は、還付しない。ただし、市長は、次の各号のいずれかに該当する



と認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

⑴ 使用者の責めによらない理由により、施設等を使用することができなかったとき。 

⑵ その他特に還付することが適当であるとき。 

（原状回復の義務） 

第１０条 使用者は、施設等の使用が終わったとき、又は第６条の規定により使用の中止を命

ぜられたときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害の賠償） 

第１１条 道の駅を利用する者及び使用者は、その建物又は附属設備若しくは備付けの物品を

損傷し、又は滅失させたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が特に

やむを得ないと認めるときは、この限りでない。 

（立入りの制限等） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認める者に対しては、道の駅への立入り

を拒絶し、又は道の駅からの退去を命ずることができる。 

⑴ 他人の迷惑となる物品又は動物の類を携行する者 

⑵ 道の駅の建物又は附属設備若しくは備付けの物品を損傷し、又は損傷するおそれがある 

  者 

⑶ 樹木を伐採し、又は植物を採取する者 

⑷ 立入りを禁止した区域に入る者 

⑸ その他道の駅の管理上必要な指示に従わない者 

（指定管理者による管理） 

第１３条 市長は、道の駅の設置の目的を効果的に達成するために必要と認めるときは、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指

定管理者」という。）に道の駅の管理を行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第１４条 前条の規定により指定管理者に道の駅の管理を行わせる場合において当該指定管理

者が行う業務は、次のとおりとする。 

⑴ 道の駅の事業の実施に関すること。 

⑵ 道の駅の建物又は附属設備若しくは備付けの物品の維持管理に関すること。 

⑶ 第４条に規定する使用の許可に関すること。 

⑷ 第５条に規定する使用の不許可に関すること。 



⑸ 第６条に規定する使用の許可の取消し等に関すること。 

⑹ 第１２条に規定する立入りの制限等に関すること。 

⑺ 規則で定めるところにより、開館時間又は使用時間を変更すること。 

⑻ 規則で定めるところにより、休館日を変更し、又は臨時に休館すること。 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、市長が特に認めること。 

２ 指定管理者が前項第３号から第６号までの業務を行う場合における第４条から第６条まで

及び第１２条の規定の適用については、これらの規定中「市長」とあるのは、「指定管理者」

とする。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１５条 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則の定めるところに従い、適正に

道の駅の管理を行わなければならない。 

（利用料金） 

第１６条 第７条の規定にかかわらず、指定管理者が道の駅の管理を行う場合においては、使

用者は、利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項に規定する利用料金をいう。以下同じ。）

を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める使用料の額の範囲内において、あらかじ

め市長の承認を受けて指定管理者が定める。 

３ 指定管理者は、利用料金を自己の収入として収受する。 

４ 指定管理者は、市長が定める基準により、利用料金の全部又は一部を免除し、又は還付す

るものとする。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

（供用開始） 

２ 前項の規定にかかわらず、道の駅の供用開始は、告示で定める日からとする。 

 （準備行為） 

３ 施設等の使用の許可及びこれに関し必要な手続その他道の駅を供用するために必要な準備

行為は、この条例の施行前においても、この条例及びこの条例に基づく規則の規定の例によ



り行うことができる。 

別表第１（第４条、第７条、第１６条関係） 

使用区分 

使用料 

全日 午前 午後 午前９時以

前及び午後

５時以後(１

時間までご

と) 

午前９時から 

午後５時まで 

午前９時から 

午後１時まで 

午後１時から 

午後５時まで 

樹氷ホ

ール 

全面使

用 

平日 ４０，０００円 ２０，０００円 ２０，０００円 ５，０００円 

土・日・休日 ６０，０００円 ３０，０００円 ３０，０００円 ７，５００円 

２分の

１面使

用 

平日 ２０，０００円 １０，０００円 １０，０００円 ２，５００円 

土・日・休日 ３０，０００円 １５，０００円 １５，０００円 ３，７５０円 

厨房Ａ 
平日 ４，０００円 ２，０００円 ２，０００円 ５００円 

土・日・休日 ６，０００円 ３，０００円 ３，０００円 ７５０円 

厨房Ｂ 
平日 ２，０００円 １，０００円 １，０００円 ２５０円 

土・日・休日 ３，０００円 １，５００円 １，５００円 ４００円 

イベン

ト広場

１ 

１区画 
平日 ３，０００円 １，５００円 １，５００円 ３８０円 

土・日・休日 ４，５００円 ２，２００円 ２，２００円 ５７０円 

イベント広場

２ 

平日 ２０，０００円 １０，０００円 １０，０００円 ２，５００円 

土・日・休日 ３０，０００円 １５，０００円 １５，０００円 ３，７５０円 

附属設備 １回ごとに、１つの附属設備又は物品につき１０，０００円以

内で別に定める額 備付けの物品 

 備考 

１ 使用時間がこの表に定める使用時間区分に満たない場合でも、時間割計算は行わない

ものとする。 

２ 使用者が、入場者から入場料金（いずれの名義かを問わず、入場者から領収するその

入場の対価をいう。以下同じ。）を領収する場合における使用料は、１人１回当たりの

入場料金の額に入場者数を乗じて得た額を１０で除して得た額（その額に１円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額）をこの表に定める使用料（以下「基本使用料」

という。）の額に加算した額とする。この場合において、入場料金の額に段階があると

きは、その最高額を基準とする。 

３ 準備のために使用する場合の使用料の額は、基本使用料の額に１００分の５０を乗じ

て得た額以内で規則で定める額とする。 

４ 使用者が特別に電気、水道又はガスを使用した場合は、これらの実費相当額を徴収す



るものとする。 

５ 使用者が冷暖房を使用した場合は、実費の範囲内で別に定める冷暖房料を徴収するも

のとする。 

６ この表において「休日」とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日をいう。 

別表第２（第４条、第７条、第１６条関係） 

使用区分 使用時間 使用料 

車中泊施設 １区画 午後１時から午前１０時まで ２，０００円 

 

 

 

理 由 

 道の駅の設置及び管理等に関する事項について定めようとするものである。 

 



議第５２号 

 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法令の改正に伴う関係条例の整備に関する 

条例の設定について 

 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法令の改正に伴う関係条例の整備に関する条例を次の

ように制定する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法令の改正に伴う関係条例の整備に関する 

条例 

（山形市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

第１条 山形市子ども・子育て会議条例（平成２５年市条例第２９号）の一部を次のように改

正する。 

第１条中「第７７条第１項」を「第７２条第１項」に改める。 

第３条中「第７７条第１項各号」を「第７２条第１項各号」に改める。 

（山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条

例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第２６条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

（山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部改正） 

第３条 山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項ただし書中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改め、同項第

１号中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改め、同項第２号中「第１９条第１項

第１号」を「第１９条第１号」に改め、同項第３号中「第１９条第１項第２号」を「第１９



条第２号」に、「同項第３号」を「同条第３号」に改める。 

第６条第２項中「に係る法第１９条第１項第１号」を「に係る法第１９条第１号」に、「法

第１９条第１項第１号」を「同号」に改め、同条第３項中「に係る法第１９条第１項第２号」

を「に係る法第１９条第２号」に、「法第１９条第１項第２号」を「同条第２号」に改める。 

第７条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

第８条中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改める。 

第１３条第４項第３号ア（ア）中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、

同号ア（イ）中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

第１５条第１項第３号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改める。 

第２０条第４号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改める。 

第３５条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条第２項中

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「利用している法第１９条第１項第２

号」を「利用している同条第２号」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に

改め、同条第３項中「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」を

「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する」に、「法第１９条第１項第１号又は」を「同

条第１号又は」に、「、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数」とあるのは「法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数」と」を削る。 

第３６条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条第２項中

「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「利用している法第１９条第１項第１

号」を「利用している同条第１号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に

改め、同条第３項中「に係る法第１９条第１項第１号」を「に係る法第１９条第１号」に、

「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「法第１９条第１項第１号に」を「同

号に」に、「法第１９条第１項第１号」を「同条第１号」に改める。 

第３７条第２項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改める。 

第３９条第２項中「に係る法第１９条第１項第３号」を「に係る法第１９条第３号」に、

「法第１９条第１項第３号」を「同号」に改める。 

第５１条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条第２項中

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９

条第２号」に改め、同条第３項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に、「に



係る第１９条第１項第１号」を「に係る第１９条第１号」に、「法第１９条第１項第１号又

は」を「同条第１号又は」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、「含

む。）」と」の次に「、「同号」とあるのは「同条第３号」と」を加え、「第１９条第１項

第１号」を「第１９条第１号」に改める。 

第５２条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条第２項中

「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「法第１９条第１項第３号」を「同条

第３号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条第３項中「第     

１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

（山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第４条 山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成３０年市条例第６７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第７号及び第８号、第５９条第２項並びに第６０条中「厚生労働大臣」を「主

務大臣」に改める。 

第２１９条第１項第２号ア中「障がい支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の

基準等に関する省令」を「障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に

関する命令」に、「区分省令」を「区分命令」に改め、同号イからエまでの規定中「区分省

令」を「区分命令」に改める。 

第２３７条第１項第２号アからエまで並びに附則第１４項及び第１５項中「区分省令」を

「区分命令」に改める。 

（山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改

正） 

第５条 山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成３０年市条例第６９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第３号中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改める。 

 （山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第６条 山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成３１年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項第１号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改める。 



附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

   理 由 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法令の改正に伴い、関係条例について規定の整備をし

ようとするものである。 



 

議第５３号 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について                           

 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和５年６月１５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例                           

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１２年市条例第５８号）の一部を次のように

改正する。 

 附則第３項の前の見出し、同項及び附則第４項を削る。 

 別表１１の項中「管財課に勤務する職員のうち、」を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類感染症に変更されたことに伴い、同感染症に係

る防疫手当の特例を廃止しようとするものである。 



議第５４号 

 

山形市市税条例の一部改正について 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例 

山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第２２条の３第２項中「、同項」を「同項」に、「又は」を「、又は当該控除することがで

きなかつた金額のうち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」に、

「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税若しくは森

林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、若しくは納入する」

に改める。 

第２６条の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項

中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「前２項」を「第１

項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同

項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由して提出す

る場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該給与支払者を経

由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書（その者が当該前

年の中途において次項の規定による申告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には、

当該前年の最後に提出した同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、

給与所得者は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の

２第１項の規定による申告書を提出することができる。 

第２９条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によつて」を「により」



に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦課し、

及び徴収する。 

第３１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の合算額」に、

「によつて」を「により」に改める。 

第３４条第１項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め、「均等

割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次項及び第５項において

同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「には」に、「によつて」を「により」に

改め、同条第３項及び第５項中「によつて」を「により」に改め、同条第６項中「によつて」

を「により」に、「理由」を「事由」に改める。 

第３６条中「第５号の１５様式」の次に「又は第５号の１５の２様式」を加え、「によつ

て」を「により」に改める。 

第３７条第１項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め、同条第

２項中「通知によつて」を「通知により」に、「第１７条の２の規定によつて」を「第１７条

の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項

及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」

に、「に充当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

第３７条の２第１項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め、

「及び均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及

び第３７条の５において同じ。）」を加え、同条第２項中「によつて」を「により」に改める。 

第３７条の６第１項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め、同

条第２項中「方法によつて」を「方法により」に、「第１７条の２の規定によつて」を「第 

１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、

第６項及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金に

より」に、「に充当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改め

る。 

第３８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」を

加える。 

第３９条第１項中「通知を」を「告知を」に改め、「第２２号の４様式」の次に「又は第 

２２号の４の２様式」を加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。 



第６９条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「三輪のもの」の次に「及び道路運送車両の

保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定する特定小型原動

機付自転車」を加える。 

第８３条第１項中「によつて」を「により」に改め、「第３４号の２の５様式」の次に「又

は第３４号の２の５の２様式」を加え、同条第２項中「によつて」を「により」に改め、同条

第５項中「第３４号の２の５様式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加え、「によ

つて」を「により」に改める。 

第８６条第１項中「第３４号の２の５様式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加

え、「によつて」を「により」に改める。 

附則第９条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１１条の２に次の１項を加える。 

１７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する条例で定める割合は、３分の１とする。 

附則第１１条の１０を附則第１１条の１１とする。 

附則第１１条の９中「附則第７条第１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同条を附則

第１１条の１０とし、附則第１１条の８の次に次の１条を加える。 

 （大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよう

とする者がすべき申告） 

第１１条の９ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係

る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項

に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を

有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称） 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 当該工事が完了した年月日 

⑸ 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、３月以内に

提出することができなかつた理由 

附則第１９条の２を削る。 

附則第１９条の２の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め、同条を附



則第１９条の２とする。 

附則第１９条の６第３項を削る。 

附則第１９条の７第１項中「第６項」を「第４項」に改め、同条中第３項及び第４項を削り、

第５項を第３項とし、第６項を第４項とする。 

附則第１９条の８第１項中「第６項」を「第４項」に改め、同条第３項中「１００分の  

１０」を「１００分の３５」に改める。 

附則第２３条第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

附則第３４条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

 ⑴ 第２２条の３第２項並びに第２９条の見出し及び同条第１項の改正規定、同条に１項を

加える改正規定並びに第３１条、第３４条、第３７条、第３７条の２及び第３７条の６の

改正規定並びに附則第１９条の２の２の改正規定（同条第４項中「１００分の１０」を

「１００分の３５」に改める部分に限る。）及び附則第１９条の８第３項の改正規定並び

に次条第１項並びに附則第４条第１項（この条例による改正後の山形市市税条例（以下

「新条例」という。）附則第１９条の８第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定     

令和６年１月１日 

 ⑵ 第２６条の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の山形市市税条例の規定中個人の市民税に関す

る部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度分までの個

人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２６条の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき山形市市

税条例第２６条の２第１項に規定する給与（以下この項において「給与」という。）につい

て提出する同項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき給与につい

て提出した同項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固定資産税に



ついて適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第６９条第１号エ及び附則第１９条の８第３項の規定は、令和６年度以後の年

度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別割につい

ては、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例による改正

前の山形市市税条例附則第１９条の２及び第１９条の６第３項に規定する三輪以上の軽自動

車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第１９条の２第４項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後

に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について適用し、

同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、

なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 地方税法等の改正に伴い、給与所得者の扶養親族等申告書の簡素化、軽自動車税種別割の税

率区分の変更など、所要の改正をしようとするものである。 

 

 



議第５５号 

 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「（放課後児童健全育成事業に従事した後離職し、その後再び放課後児童

健全育成事業に従事することとなったことにより当該日が２以上ある場合にあっては、当該日

のうち最も遅い日）」を削り、「（休業等により１月以上にわたって引き続き放課後児童健全

育成事業に従事しない期間がある場合にあっては、２年にその期間を加えた期間）を経過する

日の属する年度の末日まで」を「以内」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

放課後児童支援員の資格要件に係る特例措置について見直しをしようとするものである。 



 

 

議第５６号 

 

山形市旅館業法施行条例の一部改正について                            

 

山形市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市旅館業法施行条例の一部を改正する条例                           

山形市旅館業法施行条例（平成３０年市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項第２号中「第２９条」を「第３１条第１項」に改める。 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

博物館法の改正に伴い、規定の整備をしようとするものである。 

 



議第５７号 

 

山形市火災予防条例の一部改正について 

 

山形市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年６月１５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市火災予防条例の一部を改正する条例 

山形市火災予防条例（昭和４８年市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第１３条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項

第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。第１２号におい

て同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に」を「自動車、原動機付自転車、船舶、航

空機その他これらに類するものをいう。以下この条において同じ。）にコネクター（充電用ケ

ーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下この条において同じ。）を用いて」

に、「及び全出力２００キロワットを超えるものを除く。）をいう」を「を除く。）をいい、

分離型のもの（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブ

ルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下この条において同じ。）によ

り構成されるものをいう。以下この条において同じ。）にあつては、充電ポストを含む」に改

め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面する

ときは」を「次に掲げるものにあつては」に改め、同号に次のように加える。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

イ 分離型のものにあつては、充電ポスト 

第１３条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあつては、この限りでない。 

第１３条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項第７号中「急

速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動車等に接続され、」に、

「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、同項第１１号中「緊急停止さ



せることができる措置を講ずる」を「緊急に停止することができる装置を、当該急速充電設備

の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作することができる箇所に設ける」に改め、同項

第１２号中「自動車等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電

用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下この号において同じ。）」を削

り、同項第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主として保安のために設けるものを除く。）」

を加え、同項中第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１号

を加える。 

⒄ 急速充電設備のうち分離型のものにあつては、充電ポストに蓄電池（主として保安のた

めに設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

第１８条第１項中「日本産業規格」の次に「（産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）

第２０条第１項の日本産業規格をいう。以下同じ。）」を加える。 

第２５条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を設けるときは、別

表第７に定めるものとしなければならない」を「健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第

３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合においては、この限りでない」に改め、

同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けるときは、「禁

煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあつては国際標準化機構が定

めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとし、「喫煙所」と表示

した標識と併せて設ける図記号にあつては国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日

本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとしなければならない。 

第２５条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。 

別表第７を次のように改める。 

別表第７ 削除 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の２第１項の改正規定及び次項の

規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１３条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこ

の条例による改正後の山形市火災予防条例（以下「新条例」という。）第１３条の２第１項



に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従

前の例による。 

３ 新条例第２５条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙専用室標  

識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律（平成３０年法律

第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項

に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２５条第２項又

は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第２５条第４項の規定

に適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 総務省令の改正に伴い急速充電設備に係る火災予防上必要な措置について所要の改正を行う

とともに、喫煙所等に設置する標識等に係る規定の整備をしようとするものである。 


